










































































































































































































































環境美化支援部 校内の清掃・修繕、七夕の笹飾り １ ２
安全見守り支援部
バス通学・徒歩通学の見守り・青パト
長期休業中のパトロール
祭礼パトロール
１ ２ ２
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開校から５年が経って、本校はたいへん落ち着いてきた。統合前の中学校では１年生の多くのクラスで学級崩壊状態と
なり、周辺でたむろをする中学生も多いなど、困難な状態にあった。開校当初は、元所属学校が異なる児童・生徒の間の
関係がギクシャクしたり、地域住民への学校の宣伝が必要であったりして、大変であった。しかし現在では、小学生全員
が統合前の学校ではなくはじめから東山開睛館に入学した児童になっており、児童・生徒の間で元学区への帰属意識はな
い。また、小中一貫教育の成果として、小学５・６年の学級崩壊やいわゆる中１ギャップもない。集団登校をする小学生
を中学生が見守るような関係ができている。非行や問題行動を許さないという意識をもつ児童・生徒が増えているように
感じている。
なお、協議会による学校支援活動が活発になるのと反比例して、ＰＴＡの機能が低下してきた。開校当初は、スクール
バスによる通学をさせるのに、保護者がバス停の監督をしていたが、現在では協議会の見守り支援部に担ってもらってい
る。子ども自身の安全意識も高くなったため、バス乗り場付近の住民からの苦情などは皆無となった。校区内は建築規制
が厳しいためファミリー向けのマンションが建設されず、飲食店従業員などが多く住むのでひとり親家庭が多いなど、Ｐ
ＴＡ活動を担う保護者の数が少ない。ＰＴＡの機能低下を協議会が補っており、この点でも協議会に感謝している。ただ、
協議会以外にも、学校や子どもを支援する各種の団体やＮＰＯがいくつも存在しているので、各種の団体の整理が必要だ
と感じている。
４ 協議会を通じた警察と学校・地域の連携
東山署の代表が学校運営協議会の理事に就任したのは、協議会設置当初からではない。開校３年目頃に少年係長に理事
になってもらい、その後、地域課長と生活安全課長に代わった。警察代表に協議会に入ってもらうというアイディアは、
当時（初代）の校長であった、初田幸隆京都教育大学教授の発案である。
両課長あるいはその代理として課長補佐や係長が協議会の総会・理事会の会議に出席することそれ自体は、学校と警察
の情報共有という意味はもっていない。協議会の場で生徒の問題行動が報告されることがあるが、生徒の名前は伏せられ
るし、概要のみの報告であるから、警察の活動にとって有意味な情報とはならない。協議会に警察が参画している意義は
他にあり、次の３点であろう。
第一は、協議会の子どもの見守り活動・登下校安全指導を通じて、警察が地域住民やボランティアと連携することであ
る。安全見守り支援部の活動に東山署員（地域課員や交番駐在員）が参加することによって、地域のボランティアと直接
に密接な関係を築いている。東山開睛館の校区内には、五条通（国道１号線）や東大路通など交通量の多い道路もあり、
子どもの通学に危険な場所もある。地域のボランティアが交差点やバス停に立って、ほぼ毎日見守り活動を行っている。
東山署員も立ち番・立ち寄りを行うが、この場所に立ち番・立ち寄りをして欲しいなどという地域住民からの要望を、支
援部の活動の際に聴いている。見守り活動に東山署員が参加することで、児童・生徒と顔なじみになるという利点もある。
なお、見守り活動をしているボランティアは、協議会の支援部だけでなく、警察の少年補導委員や防犯推進委員も含ま
れる。京都府安心・安全まちづくり推進課が交番・駐在所単位で地域の各団体に形成を呼びかけている府民協働防犯ステ
ーションの一つである「東山防犯ステーション・東山開睛館子ども見守り隊」も、その主要な活動として見守り活動を
行っている（これらの各種ボランティアを掛け持ちしている人もいるであろう）。したがって、東山開睛館では警察と地
域住民の直接の連携の場を協議会が提供しているが、他のボランティア・ネットワークが同じ機能を果たすこともできる。
実際に、東山泉小中学校の学校運営協議会には東山署は参加していないが、地域住民からの交通安全・防犯に関する要望
は、東山泉防犯ステーションの場で聴くことができる8。
第二に、警察が児童・生徒を対象に行いたいイベントや活動の受け皿として、協議会が機能することがある。たとえば、
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東山署が児童・生徒を対象にする安全マップづくりを行った際に、協議会の協力を得たことがある。もっとも、東山泉小
中学校では、同種の活動を学校の授業の中で行ったので、協議会に警察が参画していなくても、この種の活動が困難にな
るわけではない。
第三は、協議会への警察代表の参加によって、学校と警察が連携していることを保護者や地域住民に向けて公にアピー
ルできる点である。この点は、学校と警察の連携のしくみ全体の中で位置づける必要があるので、項を改めて述べる。
５ 東山開睛館と東山署の連携の全体像
上述した協議会理事会への参加と見守り活動を別にすると、学校と警察との連携は、次のような場面で行われている。
まず、日常的な情報交換が頻繁に行われている。警察から学校へは、不審者事案・声かけ事案・盗撮事案などの防犯情
報をこまめに伝えている。これらの事案で児童・生徒が被害に遭ったことを学校が把握したら、すぐに校長や生徒指導主
任から少年係に連絡している。学校で児童・生徒に問題行動の兆候があったときにも、問題が大きくなる前に警察に連絡
し、いざというときの対応がスムーズになされるように準備してもらっている。
学校内での児童・生徒の様子に関する情報の共有という点では、スクールサポーターの役割が大きい9。京都府警察の
スクールサポーターは、警察職員ＯＢから任用され、非行防止・立ち直り支援活動や非行防止教室・防犯教室などを行っ
ている。東山署にも１名が配属されており、東山開睛館と東山泉小中学校には、ほぼ毎日巡回し、学校内外のパトロール
活動を行っている。学童保育所なども巡回する。スクールサポーターは見守り活動にも参加しており、月に数回は校長・
教職員と通学路に立って、見守り活動をしながら学校内外の出来事について話をしている。スクールサポーターが学校巡
回や教職員との会話などで得た情報は、生活安全課長に報告され、必要があれが少年係長が対応をすることになる。
警察署員、主に少年係長・係員は、開校当初は頻繁に学校に来てもらっていた。校長から警察に、制服で気軽に来て欲
しいと言われている。最近は、学校が落ち着いてきたため、じっくりと時間をかけて相談する必要があるような事案がな
くなり、署員が学校に来るのは月に１回程度に減少した。
生活安全課長・少年係長と校長・生徒指導主任などが直接に連絡を取るのは、何か問題が発生した場合である。学校内
での暴力事案やいじめ事案を学校が認知した場合には、早期に警察に連絡・相談するようにしている。学校が認知してい
ない事案を児童・生徒本人10や保護者が警察に知らせた場合には、警察への相談の段階であっても、警察から学校に連絡
があり、学校が本人や保護者への対応を検討する余裕をもつことができる。警察には、相談の際の児童・生徒のストレス
のコントロールなども考えて対応してもらっている。
事案が発生した場合のこのような相互連絡をスムーズに行うには、日頃から学校と警察とのフェイス・トゥー・フェイ
スの関係が不可欠である。協議会の総会・理事会の場で、校長・生徒指導主任などの教職員と生活安全課長・地域課長・
少年係長が年に数回顔を合わせて顔なじみになっていると、相互に無駄な気を遣うことがなく、いざというときの対応が
スムーズに行える。この点も、協議会に警察が参画しているメリットと言える。もっとも、学校と警察署の少年係が緊密
に連携する関係にあるのは、京都市内の中学校では珍しくはなく、学校と警察双方の努力があればこのような関係を築く
ことは難しくない。実際に、東山署からみて、東山開睛館との関係と東山泉小中学校との関係とで、とくに異なるところ
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8) 防犯ステーションの会合には学校の教職員も出席する。元学区それぞれから数名ずつの代表も出ているので、メンバー構成の面では
学校運営協議会と共通性がある。
9) 東山開睛館の教職員名簿には、スクールガードリーダーとならんで、スクールサポーターの氏名も掲載されている。
10) スクールサポーターだけでなく署員も学校に出入りする機会が多く、制服のまま学校に入ったり見守り活動をしていたりするので、
児童・生徒の中には、教職員よりも警察官に親近感を覚える者もいるようである。
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はない。
事案発生時の相互連絡は、京都府警察と京都市教育委員会が構築している学校・警察連絡制度の枠内で行っていると考
えている。この制度の協定書では、警察が学校に、学校が警察に連絡をするときには、児童・生徒本人と保護者の同意を
得なければならないとされている（京都市教育委員会と京都府警察本部との間の児童生徒の健全育成に係る相互連絡に関
する協定書11４条２項）が、この同意を得る際に、東山署の協議会参画が非常に大きな説得の材料となる。つまり、警察
は、学校運営協議会という「学校の応援団」の正式なメンバーなのであるから、学校で生じた事件の解決に警察が協力す
ることは当然のことであって、警察への連絡は学校が児童・生徒を警察に売るわけでも、学校が責任を放棄するわけでも
ない、という理屈である。
以上のような東山開睛館と東山署の連携が真価を発揮したのは、開校３年目に発生した対教師暴力事案の対応であった。
このときに被害届を提出するという判断を初田校長がされたのは、かなり勇気の要ることであったと思われるが、事案の
処理を警察に任せてしまったのではなく、密に情報の交換をして両者で対処した。加害生徒は逮捕され試験観察まで行っ
たが、警察からは身柄拘束期間の見通しなども知らせてもらえたし、学校運営協議会の場で、警察の責任者から地域住民
やＰＴＡの代表に事件の見立てや逮捕後の手続、事件の処理などについて報告と説明がなされた。警察から地域住民や保
護者に直接話してもらえたことによって、保護者や生徒の動揺を抑えることができ、学校の危機管理に大きく寄与した。
なお、児童虐待への対応に関しては、学校、児童相談所、警察、福祉事務所などによるケース会議を行う事例がかなり
の数になるが、事柄の性質上、学校運営協議会とは無関係である。
６ おわりに
以上が東山開睛館校長と東山署の両課長に対するインタビューの要約である。まとめると、学校運営協議会に警察が参
画するメリットは種々あるものの、その多くは、他の仕組みを利用することで同じ結果をもたらすことが可能である。他
の方法で代替できない意義は、学校と警察以外の第三者へのアピールという点にある。学校と警察が緊密に連携している
ことを、とくに保護者に対してはっきりとした形で示すことができることは、問題行動や犯罪事案の発生時に大きな効果
を発揮するのである。
したがって、このような形態での学校と警察の連携は、警察にとってよりも学校にとって、より大きなメリットをもた
らすように思われる。実際に、東山署には、東山泉小中学校の学校運営協議会に参加したいという希望はないようであっ
た。学校と警察の連携にはさまざまな方法・取組みを組み合わせて用いる必要があり、警察側からみると、学校運営協議
会への参画という方法はその一つに過ぎない、ということであろう。
東山署が平成27年１年間に逮捕・補導した少年は、わずかに12名だったそうである。この中には、他府県からの修学旅
行生も含まれ、地元には不良少年はほとんどいないと言っていい状況にある（繁華街を抱えるため少年が被害者となる福
祉犯は多い）。この地域はもとから少年非行が少なかったわけではなく、同和地区があり、繁華街を抱えるためにひとり
親家庭が多く、最近では飲食店などで働く定住外国人の家庭も増えているなど、子どもの教育や非行防止には恵まれた環
境とはいえない。少年非行が現在のように減少するには、学校と警察をはじめとする地域を挙げての努力があったものと
想像するが、学校と警察の連携をアピールする学校運営協議会への参画は、その努力の一環として編み出されたものであ
ろう。
最後に、インタービューにお答えくださった山下校長、森治課長、吉川課長をはじめとする関係者に、御礼申し上げたい。
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11) 京都府警察ホームページに掲載されている（http://www.pref.kyoto.jp/fukei/anzen/shonen_s/hikou/documents/gitesho.pdf）。
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（付記） 本稿は、科学技術振興機構社会技術研究開発センター（JST/RISTEX）の「安全な暮らしをつくる新しい公
／私空間の構築」研究領域における研究プロジェクト「親密圏内事案への警察の介入過程の見える化による多機関連携の
推進」（研究代表者・田村正博当研究所長）による研究成果の一部である。
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